
議案第７４号 

 

 

佐賀県東部環境施設組合の設立について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第２項の規定に基づき、佐賀県知事

の許可の日から、鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、上峰町及びみやき町のごみ処理施

設の設置及び管理運営に関する事務を共同処理するため、別紙のとおり規約を定め、

佐賀県東部環境施設組合を設立することについて、同法第２９０条の規定により議会

の議決を求める。 
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提案理由 

この議案は、一部事務組合の設立について、構成団体の議決が必要となるため、

議会の議決を求めるものである。 



佐賀県東部環境施設組合規約（案） 

 

第 1章 総則 

（組合の名称） 

第 1条 この組合は、佐賀県東部環境施設組合（以下「組合」という。）という。 

 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、鳥栖市、神埼市、吉野ヶ里町、上峰町及びみやき町（以下「関

係市町」という。）をもって組織する。 

 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は、ごみ処理施設（以下「施設」という。）の設置及び管理運営に

関する事務を共同処理する。ただし、組合設立の際、現に関係市町、鳥栖・

三養基西部環境施設組合及び脊振共同塵芥処理組合がそれぞれ設置している

施設に関するものを除く。 

 

（組合の事務所） 

第４条 組合の事務所は、みやき町に置く。 

 

第２章 組合の議会 

（議会の組織） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は１６人とし、

その選出区分は次のとおりとする。 

鳥栖市   ６人 

神埼市   ３人 

吉野ヶ里町 ２人 

上峰町   ２人 

みやき町  ３人 

 

（組合議員の選出の方法） 

第６条 組合議員は、関係市町の議会の議長及び議員のうちから選出された者

をもって充てる。 

 

（組合議員の任期） 

第７条 組合議員の任期は、関係市町の議会の議員としての任期を有する期間

とする。 

 

（議会の議長及び副議長） 

第８条 組合の議会に議長及び副議長を置く。 

２ 議長及び副議長は、組合議員のうちから組合の議会で選挙する。 

３ 議長及び副議長の任期は、組合議員の任期による。 

４ 議長に事故があるとき、又は欠けたときは、副議長が議長の職務を行う。 



５ 議長及び副議長ともに事故があるときは、仮議長を選挙し、議長の職務を

行わせる。 

６ 第２項及び前項の規定により選挙を行う場合において議長の職務を行う者

がないときは、年長の組合議員が臨時に議長の職務を行う。 

 

第３章 組合の執行機関 

（執行機関の組織） 

第９条 組合に管理者、副管理者４人及び会計管理者１人を置く。 

２ 管理者は、関係市町の長の互選により定める。 

３ 副管理者は、管理者を除く関係市町の長をもって充てる。 

４ 管理者に事故があるとき、又は管理者が欠けたときは、あらかじめ管理者

が定めた順序により、副管理者が職務を代理する。 

５ 会計管理者は、管理者が第１１条に規定する補助職員のうちから任命する。 

 

（管理者及び副管理者の任期） 

第１０条 管理者及び副管理者の任期は、それぞれの属する関係市町の長の任

期による。 

 

（補助職員） 

第１１条 組合に職員を置く。 

２ 前項の職員は、管理者がこれを任免する。 

３ 第１項の職員の定数は、条例で定める。ただし、臨時又は非常勤の職員に

ついてはこの限りでない。 

 

（監査委員） 

第１２条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、組合議員及び識見を有す

る者のうちから各 1人を選任する。 

 

（監査委員の任期） 

第１３条 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任された者にあっては組

合議員の任期とし、識見を有する者のうちから選任された者にあっては４年

とする。 

 

第４章 組合の経費 

（経費の支弁の方法） 

第１４条 組合の経費は、次の各号に掲げる収入をもって充てる。 

(1) 関係市町の負担金 

(2) 補助金 

(3) 組合の財産及び事業から生じる収入 

(4) その他の収入 

２ 前項第１号に規定する関係市町の負担金は、別表の負担割合をもって、関



係市町が負担する。 

３ 前項の負担割合の算定に必要な人口の基準は、最近の関係市町の国勢調査

人口による。 

 

第５章 雑則 

（委任） 

第１５条 この規約に定めるもののほか、組合運営に関し必要な事項は、管理

者が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、佐賀県知事の許可の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規約の施行の際、現に鳥栖・三養基西部環境施設組合において所掌す

る事務のうち、第３条に規定する施設の設置及び管理運営に関する事務につ

いては、この規約の施行の日において、組合が承継する。ただし、国の交付

金事業に関する事務については、平成３０年度の事業年度から適用する。 

 

 

別表（第 14条関係） 

区    分 負  担  割  合 

施設建設及び増改築

に 

要する経費 

均 等 割 100分の 10 

人 口 割 100分の 90 

管理運営に要する経

費 

均 等 割 100分の 10 

排 出 割 100分の 90 
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